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ハイライト 
 
 
 

ARC WATCHING 2023年6月 

米国で勢いを増す「反ESG」 

◆企業年金にESG投資を認める規則を無効とする議会決議、大統領は拒否権発動  

米国では、企業年金が投資先選定などにおいて経済的利益だけでなく気候変動

やダイバーシティなどの ESG（環境・社会・企業統治）要素も考慮できるとする

規則が2022年 11月に発表され、 23年 1月に発効している。ところが、この規則を

無効とする決議案が、23年2月28日に下院、3月1日に上院を通過した。 

気候変動対策に積極的な企業の株式に投資するなどの「 ESG投資」は、世界で

拡大している。ただ、米国の企業年金に関する法令では、年金基金や運用機関に

「受託者責任」を課し、もっぱら年金制度加入者の利益のためだけに行動するこ

とを求めている。ESG投資が経済的利益の観点で最善かどうかは意見が分かれる。

過去から民主党は ESG投資に前向き、共

和党は否定的で、政権交代のたびに解釈

変更や規則改正を繰り返してきた。 

今回は、共和党の提案に対し、民主党

優位の上院で民主党議員 2人が決議案賛

成に回り、可決に至ったものだ。この決

議にバイデン大統領は署名せず、 3月 20

日、就任後初めて拒否権を発動した。 

 

◆デサンティスら19州知事が「反ESG同盟」結成、フロリダ州で「反 ESG法」成立 

企業年金の法令は公的年金には直接適用されないが、化石燃料産業が盛んな州

や共和党優勢の州では、 ESG投資を行う運用会社や金融機関から、州の年金など

の資金を引き揚げる事例が相次いでいる。金融機関は、統合報告書などで、こう

した圧力が自社のビジネスに悪影響を及ぼすリスクであると警戒を示している。  

フロリダ州は反 ESGを掲げる急先鋒だ。共和党でトランプ前大統領の対抗馬と

されるデサンティス・フロリダ州知事は、23年3月16日、共和党州知事 18名と連

名で、「バイデンのESG金融詐欺に反対する同盟」を結成すると発表した。共同声

明では、バイデン政権が福祉より政治的アジェンダを優先していると批判し、  

https://arc.asahi-kasei.co.jp/member/watching/pdf/w_327-05.pdf
https://www.dol.gov/newsroom/releases/ebsa/ebsa20221122
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/presidential-actions/2023/03/20/message-to-the-house-of-representatives-presidents-veto-of-h-j-res-30/
https://arc.asahi-kasei.co.jp/member/watching/pdf/w_336-06.pdf
https://www.flgov.com/2023/03/16/governor-ron-desantis-leads-alliance-of-18-states-to-fight-against-bidens-esg-financial-fraud/
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ARC WATCHING 2023年6月 

米国経済の活力と米国人の経済的

自由を脅かす ESG運動から個人を

守ると宣言する。 

5月2日には、フロリダ州で「反

ESG法」がデサンティス知事の署

名により成立した。この法律で

は、州公務員年金基金の投資評価

において ESG要素を考慮すること

を事実上禁止し、 ESGを掲げる銀行を州の公的資金の預金先から除外する。さら

に、州や地方自治体によるグリーンボンド（資金使途を再エネ推進などの環境目

的に限定した債券）などのESG債券の発行禁止、債券の評価を下げるような ESG格

付を行う格付会社との契約禁止などにも踏み込んでいる。報道によれば、このよ

うに包括的なESG投資封じ込めを企図した州法の成立は米国でも初めてだ。  

民主党知事のカンザス州でも、公的資金の運用や州政府の契約締結における

ESG要因の考慮を制限・禁止する法が 4月 24日に成立している。知事は署名しな

かったものの、拒否権を行使せずに法定期間を経過して法案が成立したものだ。

ほかにもいくつもの州で、同様の法が制定または制定に向けて準備されている。  

 

◆リベラルな価値観への反発や政治的思惑を背景に、根深い対立要因に  

反発の矛先はESG投資だけではない。米国では、カリフォルニア州などが 35年

までにガソリン車販売を禁止することを決めているが、23年1月、ワイオミング

州議会で、電気自動車の新車販売を 35年までに廃止することを奨励する決議案が

共和党議員6名から提出された。採択されず廃案となったが、ガソリン車を法的

に排除する動きへの強い不満を示したものだ。 

米国内での反ESGの動きは、決して無視できるような少数意見ではない。ESG投

資自体に対する見解の相違、化石燃料産業保護の観点に加え、人権、移民などの

さまざまな問題を含め「Woke Capitalism（社会正義に目覚めた資本主義）」と呼

ばれるリベラルな価値観を押しつけられることへの反発や政治的な思惑が背景に

あり、根深い対立・分断要因となっている。世界や日本の気候変動対策の取り組

みや企業活動への影響を含め、動向を注視しておく必要がある。  【本間克治】  

https://flgov.com/2023/05/02/governor-ron-desantis-signs-legislation-to-protect-floridians-financial-future-economic-liberty/
https://flgov.com/2023/05/02/governor-ron-desantis-signs-legislation-to-protect-floridians-financial-future-economic-liberty/
https://wyoleg.gov/Legislation/2023/SJ0004

